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医薬品卸の機能

・ 公的医療保険制度の基盤を支える卸機能

安全・安定、正確・タイムリー、多品種少量多頻度供給

• 毛細血管型流通：欧米に比して多い医療機関・薬局数毛細血管型流通：欧米に比して多い医療機関 薬局数

人口 病院 診療所 薬局 計

日本 1 3億人 0 9万 16 3万 5 1万 22 3万日本 1.3億人 0.9万 16.3万 5.1万 22.3万

米国 3.0億人 0.6万 ― 6.5万 7.0万
ドイ 0 8億人 0 2万 2 2万 2 4万

資料）日本：厚労省「医療施設調査」「衛生行政業務報告」 米国、ドイツ：医療経済研究機構

ドイツ 0.8億人． 0.2万 ― 2.2万 2.4万

・ 適切な医薬品情報を伴う流通

卸販売員（ＭＳ）による比較情報等の提供

2



医薬品卸の機能（２）医薬品卸の機能（２）

危機管理流通・危機管理流通

新型インフルエンザパンデミック対応

災害時緊急配送等

・IT 化による物流機能の効率化・高度化

トレーサビリティの確保

・自主規範（JGSP)による精緻な品質管理自主規範（JGSP)による精緻な品質管理

・ニセ薬の流通を排除

信頼性の高い流通体制を整備信頼性の高い流通体制を整備

（欧米、途上国では脅威）
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医薬品卸のスタンス医薬品卸のスタンス

薬価基準制度の適正運営に協力• 薬価基準制度の適正運営に協力
医薬品流通の中核を担う立場から可能な限り協力する方針

流通改善懇談会の緊急提言（Ｈ１９ ９）の実現に努力→流通改善懇談会の緊急提言（Ｈ１９.９）の実現に努力

• 流通改善懇談会・緊急提言

① 未妥結仮納入の解消① 未妥結仮納入の解消

→薬価調査対象の把握漏れ改善

② 総価取引の是正② 総価取引の是正

→価値に見合った市場価格の形成

③ 川上取引の合理化③ 川上取引の合理化

→川下価格交渉の環境整備
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未妥結仮納入の解消未妥結仮納入の解消
妥結率比較 Ｈ１８／２０ （薬価改定年） 厚生労働省調べ

７月 １０月
区 分

７月 １０月

１８年 ２０年 １８年 ２０年

医療機関 ４６．８％ ５０．２％ ５５．４％ ６５．７％

うち２００床以上病院 ― ２９．４％ ３０．６％ ４４．７％

薬局 ３９．３％ ４６．８％ ５２．９％ ７８．２％

うち２０店舗以上チェーン薬局 ８．５％ ３０．４％ １４．４％ ６８．９％

総合計 ４３．９％ ４８．５％ ５４．２％ ７１．８％

妥結率の低い病院グループ

厚生労働省の調査によれば 平成20年12月(交渉期間9カ月経過）の時点で厚生労働省の調査によれば、平成20年12月(交渉期間9カ月経過）の時点で、

傘下病院数30病院以上の病院グループの妥結状況をみると、いわゆる公的

病院グループが20％～30％程度で、最も妥結率が低い状況。
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総価取引の是正総価取引の是正

２００床以上病院 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度

改善状況 Ｈ１９／Ｈ２０ 日本医薬品卸業連合会調べ

２００床以上病院 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度

軒数割合 売上高割合 軒数割合 売上高割合

単品単価契約 ６８．６％ ４６．４％ ７３．６％ ６０．６％

総価契約 ３１．４％ ５３．６％ ２６．４％ ３９．４％

内訳）単品総価契約 ２１．４％ ２９．０％ １７．８％ ２１．４％

全品総価除外有 － － ５．１％ １１．６％

全品総価契約 １０．０％ ２４．６％ ３．５％ ６．４％

２０店舗以上チェーン薬局 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度

軒数割合 売上高割合 軒数割合 売上高割合

単品単価契約 ４．３％ ０．９％ １６．４％ １８．１％

総価契約 ９５．７％ ９９．１％ ８３．６％ ８１．９％

内訳）単品総価契約 ３１．６％ ４５．９％ ８．６％ ３０．５％

全品総価除外有 － － ７１．８％ ５０．２％

全品総価契約 ６４．１％ ５３．２％ ３．２％ １．２％
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流通改善(改革)の取組結果流通改善(改革)の取組結果

• 流通改善懇談会の総括（Ｈ２１．５)
一定の成果：妥結率の向上・総価取引の改善一定の成果：妥結率の向上・総価取引の改善

• 卸企業の感想
早期妥結と卸企業成績は相反関係（薬価改定年比較）早期妥結と卸企業成績は相反関係（薬価改定年比較）

日本医薬品卸業連合会調べ

年度 売上総利益率 販売管理費率 営業利益率 妥結率（１０月、金額）

Ｈ１８ ８．２５％ ７．１２％ １．１３％ ５４．２％

Ｈ２０ ７．１１％ ６．８２％ ０．２９％ ７１．８％

→価格の軟化に耐えられず、早期妥結努力を放棄する動きを憂慮

• 流通改善懇談会有識者の意見
早期妥結を促進するインセンティブが必要
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新薬価制度案の実現希望新薬価制度案の実現希望

• 日薬連が提案する新薬価制度案は 新薬開発促進• 日薬連が提案する新薬価制度案は、新薬開発促進、
ドラッグラグ解消等に有効 （国民医療の向上に必要）

• 新薬価制度案は流通改善(改革)と表裏一体の関係

新薬価制度の実現・運用に当たっては 精度の高い薬価調査に基づく新薬価制度の実現・運用に当たっては、精度の高い薬価調査に基づく

平均乖離率を基準として、薬価改定の有無を判定すべき

→漏れのない薬価調査と価値に見合った市場価格の形成→漏れのない薬価調査と価値に見合った市場価格の形成

＝未妥結仮納入の解消と総価取引の是正が必要

→新薬価制度案の導入と流通改善(改革)の実現に

同時並行的に取り組むことが重要同時並行的に取り組むことが重要
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来年度薬価改定について来年度薬価改定について

・ 調整幅２％の維持
調整幅は、銘柄内の包装間格差による流通コストの差異を
カバーし、逆ザヤ発生を防止するために設定されたもの。
少なくとも 現行の水準２％を維持すべきである少なくとも、現行の水準２％を維持すべきである。

・ 診療報酬引上げ財源への充当・ 診療報酬引上げ財源への充当
薬価改定に伴い生じる資金は、全額を診療報酬引上げ財源
に充当を希望。に充当を希望。
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